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ナノテクノロジー
ア ト ム ・ ビ ッ ト ・ ゲ ノ ム の 邂 逅

池澤直樹

Ⅰ　技術のパラダイム転換

Ⅱ　NNIの衝撃と日本の対応

Ⅲ　今なぜナノテクなのか

Ⅳ　ナノテクの先人たち

Ⅴ　ナノテクのもたらすもの

Ⅵ　ナノテクを実現するために

Ⅶ　ナノテクとの付き合い方

C O N T E N T S

１　 技術競争力のさらなる強化を図るために米国が策定したNNI（国家ナノテクノロ

ジー計画）に端を発したナノテクは、半導体を中核としたハイテク製造業の競争

力強化を目指す日本の思惑が加味され、現状のブームへと発展した。

２　 ナノテクノロジーは、アトム・ビット・ゲノム（物質、情報、遺伝子）の各技術

が邂逅する領域であるナノメートル（10－9メートル）スケールに特有な新規現

象を、実用材料・デバイスとして活用しようとするもので、21世紀初頭の先端産

業分野である材料、情報、バイオの成長を支える共通基盤技術を提供する。適切

に対応すれば、製造業を強みとしているわが国の先端企業に、多くの新規事業機

会をもたらす。

３　 ナノテクの開発に当たっては、マクロからミクロへの微細化を目指す「トップダ

ウン」手法に加え、｢ナノ構造」をテクノロジーとして機能する「マクロ構造」

に積み上げる「ボトムアップ」手法が不可欠である。こうした「トップダウン」

と「ボトムアップ」の融合がもたらす「パラダイム転換」にナノテクの本質があ

る。

４　 ナノテクは、技術面だけでなく、マネジメント面にも革新的な変革をもたらす。

ナノテク開発・事業化を実現するために、公共研究機関のマネジメント体制、産

官学の役割分担と連携のあり方、知的財産の取り扱い、ベンチャー企業の立ち上

げなどに関して、大胆な発想の転換が必要である。

５　 日本にも多くのナノテクの先人たちが存在している。このポテンシャルを活かし

て、ナノテクに適したマネジメントに基づく事業化戦略を推進することこそが、

日本経済の混迷を脱却する絶好の機会となる。
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ナノテクノロジー（以下、ナノテク）が

連日、新聞紙面を賑わしている。あたかも

ナノテクは、21世紀の発展を支える先端技

術の枕言葉のようである。しかし、日本の

産業界は全体的には、ナノテクが事業とし

て結実するのはまだ先のことという意識が

強く、模様ながめの状態にあるように見受

けられる。

一方で、ナノテクは「21世紀の産業に最

も強いインパクトを与える可能性のある基

本技術の一つである。IT（情報技術）やバ

イオテクノロジーも、ナノテクを抜きにし

ては十分な成長が期待できないだろう。言

ってみれば、すべての産業の共通基盤技術

である｣文献1と危機感を募らせる人もいる。

現在のナノテクブームは、クリントン大

統領のNNI（国家ナノテクノロジー計画）

から始まった（2000年）。このNNIは、日

本が強いといわれているハイテク製造業に

対抗し、10～20年後の米国産業の国際競争

力強化を目的として構想されたアクション

プランであると考えられる。

NNIの核心は、ナノテクを「原子・分子

を、設計指針に基づき、ナノ（10－9メート

ル）スケールに積み上げ、意図した機能を

発現させる技術」ととらえ、この推進には

「単なる現状の微細化とは異なる発想（ボト

ムアップ手法）が要求される｣文献2としたこ

とにある。つまり、ナノテクの革新性は、

半導体メモリーや磁気ディスクなどの微細

化・精密化技術の推進に際して、従来のト

ップダウン手法にとどまっていては必ずや

遭遇する限界を、ボトムアップ手法を取り

入れることで、乗り越えようとする点にあ

る。

実際、ボトムアップというパラダイムの

もとで、物質、材料自体やその機能を人工

的に作り出すという考え方は、次世代のIT

を支える機能材料、新規エレクトロニクス

デバイス分野で、必要性が高まっている。

言い換えれば、新しいエレクトロニクスデ

バイスを微細加工だけによって作製するの

ではなく、原子や分子を単位として組み上

げるといった方法は、今後の機能材料やデ

バイスの進歩に不可欠なのである。

そればかりではない。例えば、ヒトゲノ

ムの解読が日米欧の協力のもとで一応の完

了をみて、タンパク質解析やゲノム創薬、

テーラーメード医療に移行しつつあるポス

トゲノム分野でも、ナノスケールからの積

み上げ、つまりボトムアップが有用な手法

となりつつある。

それゆえ、微細化の既存技術であるトッ

プダウン技術と新しく発展させるべきボト

ムアップ技術との融合をもたらすナノテク

は、アトム・ビット・ゲノム（物質、情報、

遺伝子）を貫く基盤技術ととらえることが

できる。

ナノスケール構造の持つ新規特性や、ボ

トムアップ手法に基づく機能材料・デバイ

スの開発は、決して未来の夢物語ではなく、

すでに足元で進展しつつある。すなわち、

ナノテクによる先端技術のパラダイム転換

は着実に進行している。この成果を自らの

事業に活用できる時期は、予想以上に間近

に迫っているのである。実際、米国ではナ

ノテクを新事業創出の好機ととらえ、新し

い事業に挑戦するベンチャー企業が続々と

誕生している。

また、ナノテクの多くの先人たちが日本

にいることも確かである。しかし、これら

のポテンシャルを事業として具現化するシ

Ⅰ　技術のパラダイム転換
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ステムは未整備であり、こうしたシステム

の構築こそ、わが国における重要な課題と

いえる。

個々の企業においてもパラダイム転換と

いう認識のもと、長期的戦略として積極的

に、ナノテクの備えている多様性と普遍性

を踏まえ、事業戦略を作り出すことが重要

になっている。

以下、第Ⅱ章では、NNIとして集大成さ

れた米国でのナノテクへの取り組み、およ

びそれに対応する日本の動きを概観する。

第Ⅲ章では、ナノテクの技術的エッセンス

と進歩の背景を説明する。

第Ⅳ章では、ナノテクについての概念や

テクノロジーを生み出した先人たちについ

て紹介する。ここでは、NNIによって描か

れた有望な応用事例に関し、日本にも多く

の隠れた先人たちがいることを示す。また、

いくつかの実例を通じ、ナノテクの技術的

特徴を浮き彫りにする。

第Ⅴ章では、先人たちの実績を参考にし

つつ、ナノテクのインパクトについて述べ、

さらにボトムアップ手法の現状を紹介す

る。第Ⅵ章では、ナノテクを効果的に推進

するための課題、特に研究開発マネジメン

トの変革を提案する。最後に第Ⅶ章で、ま

とめとして、民間企業におけるナノテクと

の付き合い方について提言する。

1 ナノテクの震源地米国
（１）クリントンの演説

米国のクリントン大統領は、任期が残り

１年を切った2000年１月21日、後に紹介す

るファインマン教授をはじめ数多くの著名

な学者を輩出したカリフォルニア工科大学

において、歴史的な演説を行った。

「私は５億ドルの予算を投入し、国家ナ

ノテクノロジー計画を最優先順位で推進

する。（ナノテクは）物質を原子・分子

レベルで操作することに基づいている。

その可能性を想像してみて欲しい。（ナ

ノテク推進計画が成功裏に進めば）鋼鉄

よりも10倍も強く、しかも非常に軽い材

料が実現する。国会図書館にあるすべて

の情報を記録するのに角砂糖の大きさの

デバイスがあれば十分である。ガンの早

期発見は、（ほんの初期段階の）数細胞

段階で可能となる。こうした夢を実現す

るためには20年、あるいはそれ以上かか

るかもしれないが、連邦政府は責任をも

って推進することを決意した｣文献2。

20世紀末の技術転換期において、国民に

知的フロンティア開拓者のプライドを与え

る格好のテーマとして、ナノテクが選ばれ

たのであった。

（２）NNIの策定

クリントン大統領の演説で初めて公にさ

れた、国の戦略としてのナノテク推進、す

なわちNNIを策定するために、産業界、学

会、政界を巻き込んだ緻密な議論が４、５

年間にわたって続けられていた。ホワイト

ハウスの国家科学技術会議は、各省庁の次

官クラスで構成される技術委員会のもと

に、各省庁数人の代表者から構成される

「ナノサイエンス・工学・技術に関する委

員会」を1998年９月に設置した文献3。

同委員会は、産学の有識者を集めた研究

会やフォーラムの開催を通して、計画原案

の緻密化、具体化を図った。この計画策定

において重要な役割を果たしたのが、ロヨ

ラ大学の世界技術評価センターが1996～98

Ⅱ NNIの衝撃と日本の対応
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年に行った、ナノテク研究水準の国際比較

調査である。

（３）ナノテク研究水準の国際比較

この調査では、レンセラー工科大学のリ

チャード・シーゲル教授を委員長として、

大学（委員長を含めて４人）、産業界（４

人）から専門家を集めたチームが編成され

た。チームメンバーは日本（18ヵ所）、欧

州（６ヵ国、16ヵ所）などの関連研究機関

を直接訪問し、ナノテク技術に関するヒア

リングを実施した。その成果として、米国、

欧州、日本のナノテク研究の現状をまとめ、

さらに彼らの主観的評価ではあるが、各国

のナノテク開発レベルの比較優劣表を提出

した（表１）。

これによると、ナノ構造の製造やアセン

ブリー技術、触媒技術（表面活性材料）に

関しては米国が最も強く、次いで欧州、日

本の順である。また、バイオ的アプローチ

や応用技術、分散や表面コーティング技術

では米国、欧州が同水準で、日本がそれに

続く。一方、ナノデバイス（半導体や磁

性・光デバイスなど）やナノ複合材料（高

強度・軽量金属やセラミック、高性能磁石

など）では日本がリードしており、欧州、

米国がそれに続く。

（４）NNI予算の内容

NNIでは、2001年度（2000年10月～2001

年９月）に、ナノテク推進のため、連邦政

府予算４億9500万ドルを投資することが提

案されている（次ページの表２）。その事

業別内訳をみると、基礎研究と挑戦的研究

（グランドチャレンジ）に62.6％、COE

（中核研究拠点）の新設とそのネットワ

ーク化、既存研究機関のインフラ整備に

31.7％が配分されている。加えて特記すべ

きは、大学がナノテク研究開発の中心とな

っていることである（予算配分でみると７

割）文献2。

また、この予算配分を省庁別でみると、

NSF（全米科学財団）への配分が非常に多

い。次いで、国防省とエネルギー省の比率

が高い。これらの資金は、大学や企業に基

礎研究を委託するのに使われる。

一方で、ATP（先端技術開発プログラ

ム）として次世代半導体のSEMATEC（半

導体製造技術コンソーシアム）や、高性

能磁気ディスクの研究開発を進めている

NIST（国立標準技術研究所）を傘下に持

つ商務省の予算配分が少ない。

また、米国のバイオ研究では主要な役割

を担っているNIH（国立衛生研究所）への

予算配分も少ない。ちなみに、このNNIに

おけるNIH予算（2002年度45億ドル）は、

連邦予算（同231億ドル）と比較しても極

めて小規模である文献4。

上述したように大学への予算配分が多い

ことは、NNIが、ナノテクでの中核技術は

ボトムアップ技術であるとみなし、それに

関連した長期的基礎研究に集中すべきだと

認識していることを示唆している。一方で、

表1 ナノテクノロジーの米国、欧州、日本のアクティビティ比較

出所）R. W. Siegel, E. Hu, M. C. Roco, WTEC, Loyola College in Maryland ed. “Nano-
structure Science and Technology: A Worldwide Study,” Interagency Working
Group on Nanoscience, Engineering and Technology（IWGN）, Sep. 1999より作
成

技術 レベル

1（最も高い） 2 3

合成技術およびアセンブリー 米国 欧州 日本

バイオからのアプローチと応用 米国、欧州 日本

分散とコーティング 米国、欧州 日本

表面活性材料（触媒など） 米国 欧州 日本

ナノデバイス 日本 欧州 米国

ナノ複合材料 日本 米国、欧州
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商務省およびNIHへの予算配分が少ないの

は、次世代半導体技術や情報蓄積技術など

のトップダウン技術やバイオ技術をナノテ

クの枠外としているわけではなく、これら

トップダウン技術は、基本的に民間に任せ

るべき段階であると判断していること、さ

らにNIHがすでに進めているバイオ関連研

究資金との重複は避けるべきとの意向が働

いたことが推測される。

（５）インフラ整備と人材育成

またNNIは、ナノテクの長期性にかんが

み、次の時代を担う人材の育成とそのため

のインフラの整備に注力していることにも

留意する必要がある。NNIの５年間のマイ

ルストーンにも、そのことが強く反映され

ている。

実際、このマイルストーンには、①2003

年までに先述のCOEを整備し、ナノスケー

ルの計測・製造装置を設備した研究センタ

ーを10ヵ所新設する、②2004年までにナノ

スケールの性能評価、操作、デバイスの標

準システムや原子分解能を有する物理・化

学的３次元計測手法を開発する、③2005年

までに全国の半数以上の研究者や学生がネ

ットワーク化されたCOEの研究設備を利用

できる環境を整え、研究者の育成に当たる

――ことが目標として明記されている。

すでに、NSFの支援のもとに、スタンフ

ォード大学など全米の５大学のCOEを結ん

だネットワークとしてNNUN（国立ナノ製

造ユーザーネットワーク）が構築されてい

る。ちなみに、このNNUNの使命としては、

すべての大学、国公立研究所、企業の研究

表2 NNI（国家ナノテクノロジー計画）関連の連邦政府支出研究開発費の内訳

注 1）2000年度は実際、2001年度、2002年度は要求ベース（ただし、カッコ内は実際の政府予算）
2）NNIにおける2002年の合計には、法医学用DNAチップの研究を中心とした法務省の140万ドル、環境浄化などの研究を中心と
した環境庁の500万ドルが含まれる

3）連邦政府科学技術予算の合計は、政府負担の全研究費を示す
4）COE：中核研究拠点

出所）National Science and Technology Council, “National Nanotechnology Initiative: The Initiative and Its Implementation Plan,”
June 2000、“National Nanotechnology Investment in the FY 2002 Budget Request by the President”（http://nano.gov/2002
budget.html）などより作成

〈事業別〉

基礎研究　　グランドチャレン　 COE、ネット 研究インフラ　社会倫理・制度、 全体
ジ（挑戦的研究） ワークの構築 の整備 教育制度

2000年度` 87 71 47 50 15 270

2001年度 177 133 77 80 28 495

〈省庁・機関別〉

NNI予算 連邦政府科学技術予算

2000年度　　　2001年度　　　2002年度　　　　2000年度　　　2001年度　　　2002年度

NSF（全米科学財団） 97 217（150） 174 3,897 4,416 4,472

国防省 70 110（110） 133 4,541 4,981 5,086

エネルギー省 58 94 （93） 97 4,353 4,910 4,682

NASA（航空宇宙局） 5 20  （20） 46 6,389 6,957 7,038 

商務省 8 18  （10） 17.5 819 809 711

NIH（国立衛生研究所） 32 36  （39） 45 17,827 20,361 23,112

合計 270 495（422） 518.9 83,138 90,010 95,253

うち基礎研究 19,421 22,018 23,352

応用研究 18,466 20,734 21,553

開発 40,524 42,594 45,954

（単位：百万ドル）

（単位：百万ドル）

注2
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者・技術者や学生に対し、最先端のナノ製

造技術を提供することが主張されている。

2 日本の対応
さて、上記のような米国に対して、日本

はどのように対応してきたのか。

（１）NNIへの対応

わが国では、NNIが提案される以前から、

第１期（1996～2000年度）の科学技術基本

計画に基づき、５年間にわたり総額17兆円

の研究投資がなされ、ナノテク関連分野で

も優れた先駆的な成果をあげていた。しか

し、それぞれの研究開発は、統合的ではな

く、むしろ個別的に実施された。そのため、

ナノテクが多岐の先端技術分野の共通基盤

技術であり、研究開発、技術開発にパラダ

イム転換をもたらす基本的概念であるとの

発想には至っていなかったと考えられる。

そうした状況のなかで、NNIの発表に対

し最も機敏に反応したのは産業界、特に経

団連であった。｢『（NNIで定義されるナノ

テク分野での）日本の研究開発水準は世界

のトップレベルにあり、今後ともリードで

きる分野。バイオの二の舞いは絶対さける

べきだ』（金井務日立製作所会長）との危

機感｣文献5を持ち、ナノテクの一層の推進を

政府に強く働きかけた。

（２）科学技術会議の対応

（2000年3月～2001年4月）

上記を含め、次期科学技術基本計画の策

定を科学技術会議に諮問した昨年３月から

今年４月までについて、経団連を中心とし

た産業界の動き、および予算策定を中心と

した官庁の動きを追いながら（次ページの

表３）、わが国の主な対応について述べる。

経団連は、2000年５月16日に「需要と供

給の新しい好循環の実現に向けた提言――

21世紀型リーディング産業・分野の創出」

を発表し、その中で、強化すべきニューフ

ロンティア技術の１つとして、ナノテクを

掲げた。翌月には、産業技術委員会（委員

長：金井努氏）の下にナノテクノロジー専

門部会（部会長：中村道治日立製作所理

事）を新設して、｢産業界の総意を取りま

とめる」作業を開始した文献6。

そして、｢ナノテクノロジー研究の推進

が、IT分野をはじめとしてわが国の産業競

争力の強化に不可欠であるとの認識に立

ち、産業競争力会議や科学技術会議の場に

おいて、その重要性を訴える｣文献7とともに、

｢新内閣に望む｣（７月６日）、｢21世紀を拓

くナノテクノロジー――ナノテクノロジー

に関する経団連の考え方｣（７月18日）を

発表し、ナノテクを国家的プロジェクトと

して推進すべきことを提案した。

ここでの主張は、①ナノテクは、IT革命

の進展を左右する基盤技術である、②次世

代の産業、社会に大きな影響を与える基盤

技術である、③基礎的・基盤的研究開発へ

の長期的な重点的取り組みが必要であると

ともに、その成果のタイムリーな実用化が

重要である、④国家戦略のもとに、関係省

庁や産官学が一体となって取り組むことが

不可欠である――というものだった。

各省庁は、これらの動きに歩調を合わせ、

2001年度の概算要求として、ナノテク関連

の新規施策を盛り込んだ。例えば、文部科

学省は、｢ナノ物質・材料研究の推進」を

強化し、総額149億円（前年度123億円）を

要求した（｢先端科学技術をリードするナ

ノテクノロジーの推進｣〈32.5億円〉の新規

施策を含む）文献8。
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一方、経済産業省は新規に、｢精密高分

子技術」｢ナノガラス技術」｢ナノメタル技

術」｢ナノ粒子の合成と機能化技術」｢ナノ

コーティング技術」｢ナノ機能合成技術」

｢ナノ計測基盤技術」｢材料技術の知識の構

造化」の８つのプロジェクトから構成され

る「材料ナノテクノロジープログラム」と

して50億円を要求した文献9。

また経済産業省は、集積回路の最小線幅

の目標値として2004年度に70nm（ナノメ

ートル）、2007年度に50nmレベルの技術確

立を目指す「半導体デバイスプロセス技術

開発（MIRAIプロジェクト）」事業として

60億円を要求した。

産業界でも９月26日、｢半導体先端技術

共同開発計画（あすかプロジェクト）」が

発表された文献10。これは、100～70nmの設

計技術、デバイスプロセス技術の開発を目

指して、半導体メーカー11社が５年間で総

額760億円の研究開発費を投入する画期的

なプロジェクトである。

こうしてトップダウン的ナノテク、特に

半導体超微細化技術の研究開発に関して

は、政府および産業界の共同開発体制が確

立された。

以上の状況を集大成したといえるのが、

2001年３月27日に発表された経団連の「ナ

ノテクが創る未来社会〈n－Plan21〉」であ

る。そこでは、①５～10年先の実用化・産

業化を目指すフラッグシップ型プロジェク

ト（次世代半導体技術、テラビット情報記

録技術、ネットワークデバイス）、②革新

的な基盤技術を軸としたチャレンジ型プロ

ジェクト（プロセス・マテリアル、バイオ

ナノシステム、ナノデバイス、ナノ計測、

ナノ加工、ナノシミュレーション）、③基

表3 ナノテクノロジーに関する日本の政府、産業界の動き

注）〈科〉科学技術会議、〈文〉文部科学省、〈経〉経済産業省、〈連〉経団連、〈電〉日本電子機械工業会

政府（科学技術会議など）の動き

2000年3月24日 〈科〉次期科学技術基本計画を諮問

6月29日 〈科〉｢平成13年度科学技術振興に関する重点

指針」を決定。｢物質・材料分野」を追加

8月31日 〈文、経〉2000年度予算の概算要求を提出

9月14日 〈科〉｢ナノテクノロジーの戦略的推進に関する

懇談会」を設置。目標・重要分野設定を開始

12月14日　〈科〉｢ナノテクノロジーの戦略的推進に関する

懇談会報告書」を発表

12月26日 〈科〉次期科学技術基本計画について答申。ナ

ノテク・材料分野を重点分野に指定

2001年4月19日 〈科〉重点分野推進戦略専門調査会ナノテクノ

ロジー・材料プロジェクトを設置

産業界（経団連など）の動き

2000年5月16日 〈連〉｢需要と供給の新しい好循環の実現に向け

た提言」を発表。強化すべきニューフロンティ

ア技術として、ナノテクを掲げる

6月下旬 〈連〉産業技術委員会の下にナノテクノロジー

専門部会を新設

7月6日 〈連〉｢新内閣に望む」を発表。産業技術力の強

化策として、ナノテク推進を提言

7月18日 〈連〉｢21世紀を拓くナノテクノロジー――経団

連の考え方」を発表

9月29日 〈電〉｢半導体先端技術共同開発計画」発表

2001年3月27日 〈連〉｢ナノテクが創る未来社会〈n－Plan21〉」

を発表
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礎研究（ナノ構造における物性探索・機能

解明、計測、理論計算解析）――に重点投

資すべきことを提言している文献11。

現在、科学技術会議「重点分野推進戦略

専門調査会ナノテクノロジー・材料プロジ

ェクト｣（主査：白川英樹筑波大学名誉教

授）において、2002年度予算概算要求に向

けた重要施策、資源配分をとりまとめるた

めに、｢トップダウン手法とボトムアップ

手法を融合させる技術を作り出すという重

要課題｣文献12の具体化の検討が進められてい

る。その成果は、2002年度概算予算要求の

重要科学技術施策に反映される予定であ

る。

以上が、NNI発表に続いた日本側の対応

のあらましである。

1 ｢ナノ」とは10億分の１
以下では、これまで説明抜きで使ってき

たナノテクについて、少し説明を行う。

ナノテクで使われている「ナノ」は、単

位系で使われている接頭語の１つで、小さ

くなる方では、1000分の１がミリ（m）、

その1000分の１、つまり100万分の１がマ

イクロ（μ）、さらにその1000分の１がナ

ノ（n）である。すなわち、ナノは10億分

の１を意味する、単位につける接頭語であ

る。ナノテクでのナノは長さの単位である

メートルの接頭語として使われているの

で、ナノテクを厳密にいうとナノメートル

（nm）テクノロジーとなる。

ここで、いくつかの例を示そう。よく小

ささの例として出される髪の毛の太さが50

ミクロン（μm）、赤血球や白血球が２～

５μm、ミトコンドリアが100nm、ウイル

スが10nm、DNAの二重らせんの径が２nm、

水の分子で酸素と水素の結合の長さが

0.1nmである。一般的にナノテクの対象は、

0.1nmから100nmの範囲である。したがっ

て、上記の例では水の分子からミトコンド

リアの範囲に相当する。

一方、人間の目に感じる光（可視光）の

波長は400～700nmである。したがって上

記の定義では、可視光の波長はナノテクの

範囲よりも大きなサイズということにな

る。光は波長以下の分解能を持つことがで

きないので、100nm以下のナノスケールの

構造は、可視光を用いて直接観測すること

はできない。光で測定する場合には、真空

紫外（100nm）から軟X線（0.1nm）が必要

となる。

2 ナノテク誕生の背景
前述したように、NNIではナノテクを

「原子・分子を、設計指針に基づき、ナノ

スケールに積み上げ、意図した機能を発現

させる技術」と定義している。こうしたナ

ノテクの誕生には、主として３つの背景が

ある。

その第１は、ナノスケール構造を直接観

察できる測定手法が開発されたことであ

る。上で述べたように、光学的手段ではナ

ノ構造を直接観測することはできない。そ

れに代わるものとして、後で触れる「走査

型プローブ顕微鏡（SPM）」｢透過型電子顕

微鏡（TEM）」などが開発され、結晶構造、

DNA等のナノ構造を直接的に見られるよう

になったし、また後述するフラーレンなど

新しいナノ構造の発見につながった。その

結果、ナノ構造に基づく特異な機能が見出

され、その機能を材料、デバイス、タンパ

ク質合成、ゲノム創薬などへ応用する可能

Ⅲ　今なぜナノテクなのか
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性についての期待が高まった。

第２は、半導体の微細加工技術の進歩に

より、単位デバイスの大きさがナノスケー

ル以下になったときに、本質的な技術的困

難が発生すると予見されたことである。

より具体的に述べると、DRAM（半導体

メモリー）の集積回路の微細化が進み、メ

モリーを構成する単位的なデバイスである

トランジスタの大きさがナノメートル領域

に近づくと、多くの技術的困難が発生する

ことが予見されている。これらの困難を解

決するには、単位的なデバイスとして新し

いデバイス、例えばナノスケールの「単電

子トランジスタ」を開発し、それらを集積

することが必要である。このようなナノス

ケールのデバイスを集積化するには、これ

までのトップダウンアプローチとは抜本的

に異なるアプローチへと転換することが必

要と認識されている。

NNIでは、上記の従来とは抜本的に異な

るアプローチをボトムアップアプローチと

名づけている。このボトムアップアプロー

チの有効性と革新性についての認識が、ナ

ノテク誕生の３つ目の背景である。

すなわち、ナノスケール構造になるとマ

クロ構造では見られない新機能が発現し、

後述するように、そのナノスケール構造を

単位として、機能を保持しながらマクロ構

造へと積み上げる手法、つまりボトムアッ

プアプローチを実現する手法は、バイオ、

材料、情報関連デバイスなどの先端技術分

野に共通して有効である。この複数の分野

に共通して有効という普遍性こそが、ナノ

テクの革新性なのであり、ナノスケールで

の測定手法の開発、半導体微細加工での技

術的困難の発生と並んで、ナノテク誕生の

３番目の背景といえる。

1 概念の先人たち
（１）ファインマンの示唆

NNIには、量子電磁気学で優れた業績を

あげたカリフォルニア工科大学のリチャー

ド・ファインマン教授（朝永教授、シュビ

ンガー教授と共に1965年にノーベル物理学

賞を受賞）が、世に先駆けてナノテク概念

を提唱したと記されている。彼は、今では

有名となった「ボトム（ナノスケール領域）

には（知的興味をそそる未知の現象が数多

く残されており、研究の対象とすべき）多

くの余地がある｣文献13と題した講演を、1959

年にカリフォルニア工科大学で開催された

米国物理学会で行った。

この講演においてファインマン教授は、

人類の目指すべき知識・技術のフロンティ

アは、当時の物理学のフロンティアである

素粒子論とか重力論だけにあるのではな

く、原理的にはすべて理解できたと考えら

れているナノサイズの領域にも存在してい

ることを指摘している。

加えて、実用性や社会に与えるインパク

トの大きさの面から考えると、ナノサイズ

分野の方が研究対象としてむしろ重要であ

ることも主張している。その具体的な例示

として、原子1000個程度で１ビットを担う

高密度メモリー、ナノ構造の機能を利用し

た超高速コンピュ－タなどをあげている。

NNIの示す長期ターゲットと重なる部分が

ほとんどであり、ファインマン教授の先見

性に驚嘆の感を禁じえない。

（２）ドレクスラーの分子マシン

その後、フォーサイト研究所のエリッ

ク・ドレクスラー博士が、1986年に著した

Ⅳ　ナノテクの先人たち
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『創造する機械――ナノテクノロジー』文献14

において、分子ナノテクノロジーを提案し

ている。彼は、DNA（デオキシリボ核酸）

からRNA（リボ核酸）、リボソーム（細胞

内でのタンパク質合成の触媒反応を担う）

を経てタンパク質が合成されてくるバイオ

の知見をベースとして、タンパク質を原子

レベルから合成するロボット、｢分子マシ

ン」を構想する。

この概念は、MEMS（超小型電気機械シ

ステム）やマイクロマシンの研究に大きな

影響を与えたといわれているが、あまりに

も先駆すぎて「クレージー」と解釈され、

現在のナノテクのような広い賛同を得るに

は至らなかった。

2 テクノロジーの先人たち
ファイマン教授の講演から半世紀ほど経

過した現在でも、ナノスケール領域には、

われわれにとって未発見の新構造、それに

基づく新現象が多々残されている。

（１）大澤のフラーレンの予言

それをシンプルな形で見せてくれたのが

｢サッカーボール型分子フラーレンC60」の

発見である。

炭素（元素記号C）の構造はダイヤモン

ド型、黒鉛（グラファイト）型、非晶質

（アモルファス）型の３つが知られていた。

しかし、1984年９月、英国サセックス大学

のハロルド・クロトー教授、米国ライス大

学のリチャード・スモーリー教授、ロバー

ト・カール教授は、ナノスケールの新規な

炭素構造として、サッカーボール状の球形

構造（炭素数60個で、正五角形12個と正六

角形20個からなる閉殻構造）を持つ第４の

構造を発見し、フラーレン（C60を含め、

閉殻構造を持つ炭素ファミリーの総称）と

名づけた（彼らはこの業績により、1996年

度のノーベル化学賞を受賞した）。

実は、フラーレンの存在を予言していた

日本人研究者がいたのである。1971年、当

時京都大学助手だった大澤映二豊橋技術科

学大学教授は、近畿大学の吉田善一教授と

共著で『芳香族性』（化学同人）を上梓し、

その中でサッカーボール分子C60を予言し

た。しかし、｢日本語で書いたためもあり

ますが、ほとんどといってよいほど反響は

ありませんでした｣文献15と、大澤教授はスモ

ーリー教授との対談で述懐している。

それに対してスモーリー教授は、バッキ

ーボールというドーム構造文献16で有名な建

築家、バックミンスター・フラーの名前に

なぞらえてフラーレンという名前を付けた

ことが大きな反響を呼んだ理由だと述べて

いる。そして現在、後述するカーボンナノ

チューブについて彼らは、｢バッキーチュ

ーブ」と呼ぶことに固執している（科学の

世界ではゴッドファーザー、つまり名付け

親であることがそのオリジナリティを保証

するがゆえに、名前をめぐってしばしば国

際的な競争が起こる）。

（２）フラーレンの発見

ここで、フラーレン発見についての話題

に戻る。スモーリー教授とカ－ル教授は、

シリコンやゲルマニウムにレーザーを照射

して、蒸発してくるクラスター（原子集

団）を質量分析装置にかけ、特定の分子量

を持つクラスターを探索する研究を行って

いた。その装置に目をつけたのが、星間物

質（宇宙空間のほぼ真空状態において存在

する物質）を研究していたクロトー教授で

あった。彼は、星間物質中に新たに発見し
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た大きな質量を持つ炭素クラスターを人工

的に作製することを意図し、スモーリー教

授に共同研究を申し込んだ。そして、この

要請への対応は１年半後になされた。

クロトー教授からの共同研究に対する準

備として、黒鉛板を用いた炭素クラスター

に関する予察的な実験が行われた。実は、

その予備実験で質量分析装置を操作してい

た大学院生が、炭素数60に対応する非常に

強いピークの存在に気づいていた文献15。し

かし、クロトー教授らは小さい質量のクラ

スターに注目していたために大発見を逃し

た。同様のことが米国エクソン社の研究所

でも起こっていたし、後にカーボンナノチ

ューブを発見することになるNECの飯島澄

男氏（名城大学教授を兼任）も、1980年に

「タマネギのような球形」を電子顕微鏡で

観測し、｢六角形の他に五角形が12個必要

だ｣文献17という論文を書いている。

つまり、炭素の新しい構造であるC60を

見ていたが、新しい発見という認識はなか

ったのである。後にデータを見直して、ス

モーリー教授らはすぐにC60の存在に気が

つき、第一発見者の栄誉に輝いた。

こうしたエピソードは、計測したデータ

の中に新しい発見があっても、それを認識

することが難しいことを示す。新発見は、

新しい知の交流による先入観の払拭が必要

なのである。フラーレンという物質の革新

性が作り出したエピソードである。

（３）飯島のカーボンナノチューブ発見

C60が発見されると、炭素化学の分野

は俄然活発になった。原子量70の分子

（C70）や、それ以上の炭素数を持つ分子な

ど、続々と新物質の発見が続いた。そして、

1991年、今話題のカーボンナノチューブが

飯島氏によって発見される。

この発見をめぐるエピソードも、客観的

といわれている実験、観察が既存のパラダ

イムにいかに縛られているかを如実に示し

てくれる。飯島氏が1995年５月９日に、ロ

ンドンの王立研究所で行った「金曜講話」

の講演「カーボンナノチューブ――人間の

作った超微細チューブ｣文献17をもとに、発見

の経緯を再現してみよう。

フラーレン発見後、世界中の研究者がア

ーク放電法を用いて新しい炭素分子の発見

に血眼になっていたが、すすとして析出さ

れる物質にこだわったために、フラーレン

しか発見できなかった。飯島氏はアーク放

電の陰極である炭素電極に析出した炭素ク

ラスターにも注目し、高分解能電子顕微鏡

によりその中にフラーレンとともに多くの

針状結晶が存在することを見出した。これ

が、カーボンナノチューブの発見の瞬間で

ある（1991年）。

そして、電子線回折法を用いて針状結晶

構造を解析し、チューブの中に半径の小さ

なチューブが入れ子になっている多層カー

ボンナノチューブ構造を明らかにした。

1993年には、陽極の炭素電極に金属を加え

ることで、直径１nmの単層カーボンナノ

チューブの合成にも成功している。

カーボンナノチューブは、不純物の添加

などにより、電気伝導の性質を大きく変化

させることができる。つまり、金属として

の、半導体としての、あるいは超伝導材料

としての性質を発現させることができ、そ

れゆえ多様な応用が期待されている。

物質工学工業技術研究所（現経済産業省

産業技術総合研究所）と昭和電工による

｢カーボンナノチューブの大量合成技術の

開発｣、グンゼ産業による「カップ型積層
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構造ナノファイバーの量産開始｣、伊勢電

子工業による「電界放出型『超高輝度光源

管』の開発｣、IBMによる「世界初のトラ

ンジスタ技術の開発｣、米国ベル研究所に

よる「電界効果トランジスタ構造を用いた

転移温度－220℃の超伝導の実現」など、世

界的に新発見が相次いでいる。

（４）走査プローブ顕微鏡の発明

こうしたナノ構造を観測するための画期

的な出来事が、1981年のゲラルド・ビニ

ッヒ博士、ハインリッヒ・ローラー博士

（IBMチューリヒ研究所）による、原子の

像を直接「見る」ことのできるSTM（走査

型トンネル顕微鏡）の発明であった。この

業績により両博士は、電子顕微鏡の高分解

能化に多大な貢献のあったアーネスト・ル

スカ博士（マックス・プランク研究所）と

共に1986年度のノーベル物理学賞に輝いて

いる。

STMでは、先鋭な探針を試料表面に

１nm以下まで近づけ、試料と探針との間

に電圧をかける。その際にトンネル効果に

より、試料と針の間に電流が流れる。針を

走査しながら電流の変化を測定し、それを

画像化することで、原子１個の解像力を有

する像を得ることができる。さらにビニッ

ヒ博士らは、STMの原理を拡張し、トンネ

ル電流の代わりに探針と試料表面の間に働

く原子間力を利用したAFM（走査型原子

間力顕微鏡）を開発した。

STM、AFMおよび近接光場を用いた

SNOM（走査型近接場光学顕微鏡）など

は、SPM（走査プローブ顕微鏡）と総称さ

れ、原子像の観測に新しい世界を切り開い

た。まさしく、このSPMの登場こそ、ナノ

スケールの世界を現実のイメージとした契

機であり、現在ではSPMはナノテク研究に

必須の研究手段となっている。

（５）量子蜃気楼

また、SPMで原子像観測に使われるトン

ネル電流、原子間力は、原子を移動させる

のに十分なエネルギーを持っている。その

結果、SPMは単なる原子像観測の手段にと

どまらず原子一個一個を操作する手法とし

て用いることができるようになった。

こうした原子操作を用いて、世界の科学

者、研究者を魅了させた実験がIBMアルマ

デン研究所のドン・アイグラー博士によっ

て行われた。彼は、STMを使って、35個の

キセノン原子を、低温に保持したニッケル

単結晶表面に１つずつ配列させて「IBM」

の原子文字を書くことに成功した。人類史

上、最小の文字である。

さらにアイグラー博士は、数十個のコバ

ルト原子を並べて銅表面上に楕円リング

（長径20nm、短径10nm）を作製し、その

楕円リング内に閉じ込められた電子の密度

が、あたかも水面のように波打つことを見

出した。ナノスケール領域での電子は、量

子力学が予言する通り、波の性質を持つこ

とが直接的に示されたわけである。

その成果は1993年に発表されたが、最近、

その研究をさらに進展させ、コバルト原子

が囲む楕円の１つの焦点位置に、１個のコ

バルト原子を置き、その原子にエネルギー

を注入した。その結果、コバルト原子を中

心とした電子の波が発生し、その電子波は

コバルト原子の壁で反射され、お互いに干

渉して、コバルト原子が存在していないも

う１つの楕円焦点位置で強いピークを持つ

ことを発見し、その現象を「量子ミラージ

ュ（蜃気楼）」と名づけた。
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この実験は、楕円の焦点にあるコバルト

原子から発した情報が、電子波によりもう

１つの楕円焦点に伝達されたことを示して

おり、ナノスケールでの情報伝達の新しい

方法を提案したと評価できる。マクロの世

界では、光波を用いた通信、すなわち光通

信が全盛だが、ナノサイズの領域では、電

子波による通信が実現する可能性がある。

3 日本の先人たち
（１）近藤効果

実は、上記の量子ミラージュには日本人

の研究成果が深く関連している。つまり、

アイグラー博士らは、ミラージュ現象は

｢近藤効果」によって説明できると述べて

いるのである。日本人の名称がついた物理

現象のなかで最もよく知られている「近藤

効果」とは、温度を低下させると通常はそ

れとともに減少する金属の電気抵抗が、極

低温で逆に増加するという効果である。

1964年に、近藤淳東邦大学名誉教授（当

時電子技術総合研究所）は、こうした電気

抵抗の増加は、伝導電子が金属中に含まれ

る磁性不純物により散乱を受けた結果であ

ることを理論的に示した。この業績により、

この電気抵抗増加現象は「近藤効果」と名

づけられた。アイグラー博士によれば、量

子ミラージュは磁性原子であるコバルトと

伝導電子との相互作用の結果であり、近藤

効果と同じ機構で発生しているという。量

子ミラージュ効果の発見により近藤効果

は、金属の電気伝導にかかわる基本的な理

論であると再評価され、ノーベル賞受賞の

可能性が再び高まってきたといえよう。

ナノテク分野は元来日本が強みを持つ分

野であり、上記の近藤氏以外にナノテクの

先人たちの中に数多くの日本人研究者を見

出すことができる。

以下では、ナノテクを構成する材料分野、

情報関連分野、バイオ分野の各分野からい

くつかの例を紹介しよう。

（２）増本、井上の金属ナノ結晶

材料関連技術の代表として、増本健氏

（元東北大学金属材料研究所所長、現電気

磁気材料研究所所長）と井上明久氏（東北

大学金属材料研究所所長）が開発した「ア

モルファス合金｣、その発展としての「ナ

ノ結晶合金」があげられる。両氏 は、米国

ISI社が制定した「引用最高栄誉賞｣文献18

（研究者の客観的評価基準として重要視さ

れている「サイテーションインデックス」

すなわち、学術誌に掲載された論文が他の

研究者の論文にどれだけ引用されているか

を示す指数）において、それぞれ６位、２

位と上位を占めている。

アモルファスは、原子の並び方に規則性

を持たない物質構造である。結晶がエネル

ギー最低の安定状態であるのに対し、アモ

ルファスはそれよりもエネルギーが高い準

安定状態にある。このアモルファス状態は

一般的に、物質を高温から急冷することで

得られる。例えばアモルファス状態の金属

は、高速回転する金属ドラムに溶融金属を

吹き付けることによって作製できる。

このようにして作製されたアモルファス

合金は、多結晶体金属に比較して、強い、

錆びにくい、磁化されやすいなどの優れた

特徴がある。このアモルファス金属につい

ての研究のなかで、先駆的実績をあげたの

が増本氏らである。

1984年に、増本氏、井上氏らは、組成お

よびアニール（焼き鈍し）過程を工夫する

ことで、ナノ結晶が分散したアモルファス
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合金を作り出し、ジュラルミンの３倍の強

度を実現した。高強度実現のメカニズムは、

金属の変形の原因となる結晶転位（原子配

列の線状の乱れ）を結晶粒内へ抑え込んだ

ことにある、と彼らは述べている文献19。こ

れは、ボトムアップアプローチによる結晶

化の制御についての成功例であり、NNIの

グランドチャレンジ（表４）にある鋼より

強い軽量材料を実現する手がかりを与えた

と評価することができよう。

（３）林のナノ粒子

上記と同様にボトムアップ技術の例であ

り、一部ではすでに事業化段階にあるのが、

日本真空技術の林主悦氏らが開発した金の

ナノ粒子である。

金の融点は、通常は1063℃だが、ナノ粒

子化し粒径５nm程度になると融点が急激

に低下し、３nmでは527℃くらいで溶け始

めることが発見されている。ナノ粒子では

表面積の影響が大きく、バルク金属とは異

なる融点を示すためである。こうしたナノ

粒子を、互いにくっついて大きな塊になら

ないように工夫して一体化すると、マクロ

な状態でも低融点の特徴を保つことができ

る。すでに、この低融点という特徴を活か

したペーストが開発されており、プリント

基板実装プロセスの低温化、高精細化の実

現が期待されている。

（４）分子線薄膜成長――富士通のHEMT

と伊賀の面発光レーザー

以上が材料分野についての例であり、次

に情報関連分野の先人について触れる。

ナノスケール構造を情報関連デバイスに

利用した例としては、HEMT（高速電子移

動トランジスタ）および量子井戸構造半導

体レーザーが代表的である。

電子を原子レベルの厚さの２次元領域に

閉じ込めると、量子効果などにより電子の

移動速度が大きくなるため高速デバイスが

実現でき、かつ、電子の持つエネルギーを

効率良く光へ変換できるため高機能の半導

体レーザーが実現できる。

こうした構造を実現するための製法とし

て、先駆的に開発が進められたのがMBE

（分子線エピタキシー）法である。この

MBEの開発は、２つの異なるモチベーショ

ンを背景として始められた。

第１は、江崎玲於奈博士らによるもので

ある。トンネルダイオードに関する研究で

ノーベル物理学賞を受賞した江崎氏は、

IBMワトソン研究所に移った後、直ちに、

トンネル効果を起こす極薄の薄膜を作製す

ることを目標として、MBEの研究を開始し

た。

第２は、半導体レーザーに関する開発に

端を発している。半導体レーザーの最初の

室温連続発振に成功したベル研究所の林厳

雄氏（現日本工学アカデミー会員）、モー

トン・パーニッシュ博士、およびロシアの

ヨッフェ物理技術研究所のジョレス・アル

表4 NNIのグランドチャレンジの目標

出所）National Science and Technology Council, “National Nanotechnology Initiative:
The Initiative and Its Implementation Plan,” June 2000より作成

①角砂糖サイズのデバイスに国会図書館の全情報が入る

②原子・分子から組み立てるボトムアップ技術（少ない材料で公害のない製

造法）により、材料や製品を作る

③鋼より10倍強く、陸上・海上・空中・宇宙のすべての乗り物が軽量で優れ

た燃費を実現するために軽い材料を開発する

④今日の「ペンティアムⅢ」が遅く感じるような、数百万倍の性能のコンピ

ュータを超小型トランジスタやメモリーにより実現する

⑤ガン細胞をわずか数細胞の発生段階で初期発見し、それを狙い撃ちする薬

剤を開発する

⑥手頃なコストで環境の清浄化や飲料水を実現するために、空気や水からご

くわずかな有害物を除去する

⑦2倍の性能を持つ太陽電池を開発する
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フェロフ博士ら（アルフェロフ博士は、半

導体へテロ接合に関して業績をあげたクレ

ーマー教授、集積回路の発明者であるキル

ビー博士と共に、2000年のノーベル物理学

賞を受賞した）は、その特性の抜本的な改

善を図るために、急峻なヘテロ接合（異な

る化合物半導体から構成される接合）を作

製することを目的にして、MBEの研究を行

っていた。

これらの研究はそれぞれ大きな成果を生

み出しつつ、ナノテクの研究開発、技術開

発に不可欠の手法として完成された。この

MBEを代表とする原子レベル制御薄膜育成

手法を用いて、富士通研究所によりHEMT

が実用化された。このHEMTは、すでに衛

星放送などで使われる高速電子デバイスと

して広く実用化されている。また、伊賀健

一氏（元東京工業大学教授、現日本学術振

興会理事）の発明による面発光レーザーも、

量子効果の利用により従来の半導体レーザ

ーを高性能化し、将来の光通信用光源とし

て最も適した性能を有していると評価が高

まっている。

このようにナノ構造の情報関連デバイス

分野への応用では、わが国が研究面でも、

産業面でも、世界をリードする水準にある

といえる。

（５）榊の量子ドットレーザーと

中村の青色レーザー

ところで、上記のような技術は現在、電

子を１次元（線）、さらには０次元（点）

に閉じ込めるといった方向で研究が進めら

れている。しかし、２次元構造を作製する

場合はMBE法などにより比較的順調に成果

が得られたのに比較すると、量子線、量子

ドットの実現には多くの困難が伴い、現在

でも実用的な手法は開発されておらず、ナ

ノテク分野での最優先開発課題の１つにな

っている。課題解決に向けては、主として

２つのアプローチがとられている。

第１は、半導体プロセスで開発されてき

た微細加工技術を用いることである。すな

わち、２次元構造をMBE法などの極薄膜成

長法で作製し、得られた２次元平面内のナ

ノ構造を微細加工技術で形成する手法であ

る。ボトムアップ手法とトップダウン手法

の融合とみなすこともできる。この手法で

は、電子ビームおよびイオンビームを用い

ることで、研究レベルでは10nmレベルの

微細加工が可能となっており、すでに１次

元構造を持つ単電子トランジスタなどの作

製に成功している。

第２のアプローチは、薄膜成長の際に、

微粒子の析出など、あくまでも自己組織化

によるボトムアップ的な手法を用いるもの

である。例えば、ガリウム・ヒ素薄膜中に

インジウム・ヒ素ナノ結晶を析出させ、量

子ドットとして機能させる手法が発明され

ている。すでに、こうした自己組織化薄膜

を用いた量子ドット半導体レーザーが試作

され、東京大学の榊裕之教授らにより理論

的に予測されていた特性を示すことが確認

されている。

日亜化学工業の中村修二氏（現カルフォ

ルニア大学サンタバーバラ校教授）が発明

したガリウム・窒素青色ダイオードにおい

ても、含まれるインジウムイオンが自己組

織化され量子ドットを構成し、そのために

発光効率が著しく高くなっているとのモデ

ルが提案されている。もし、そのモデルが

正しいとすれば、中村青色発光ダイオード

も、無意識のうちにボトムアップ技術を応

用していたということができる。
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（６）岸本のインターロイキン6

バイオ関連技術分野における日本人の代

表者の１人が「引用最高栄誉賞」１位に輝

いた岸本忠三大阪大学学長である。岸本氏

らは、ヒトの免疫において重要な働きを行

っているインターロイキン６（IL６）を発

見している。NNIでも目標とされたガンの

早期発見や治療薬の開発に貢献する成果で

ある。

インターロイキン（IL）とは、｢白血球

と白血球の間をつなぐ」という意味で名づ

けられたものであり、細胞を活性化させる

免疫の情報分子の１つである。その基本的

な働きは、抗体の生産を誘導する情報分子

であり、IL６が存在しないとウイルスが体

内に侵入しても抗体が作られず、免疫不全

となる。

最初IL６は、このような機能を持つ物質

として発見されたが、18個見つかっている

ILのなかでも多彩な働きをする生理活性物

質であることもわかってきている。そして、

IL６とIL６受容体（レセプター）の結合を

阻害する物質を作り出すゲノム創薬によ

り、新たな治療が確立されつつある。IL６

が関連する免疫分野には、ナノスケールの

分子の立体構造自体が機能を発現するとい

う、ナノテクの主要な特徴を明確にみるこ

とができる。

（７）ナノテクとノーベル賞

以上に示したように、材料分野、情報関

連分野、バイオ分野のナノテクが関連する

分野全般において、わが国の研究者は多く

の先駆的成果を上げている。このことは、

わが国の、ナノテクにおける研究ポテンシ

ャルの高さを実証しているといえる。

次期科学技術基本計画には「50年間にノ

ーベル賞受賞者30人程度」が具体的目標と

して掲げられている。この目標の実現に、

量子ミラージュに関連する学術基礎を提供

した近藤氏をはじめ、ここに紹介した何人

かを含む、ナノテクの先人たちが貢献する

ものと期待される。

ナノテクの技術的側面の要点に関しては

第Ⅲ章で述べたが、ここでは上記の先人た

ちの例も踏まえて、より詳しくナノテクの

持つ技術的革新性について述べる。

1 先端技術分野へのインパクト
（１）ナノテクの普遍性

前章の先人たちの例で示されているよう

に、ナノスケールの構造では、マクロスケ

ールとは異なる新規な特性が発現する。

材料分野では、フラーレン、カーボンナ

ノチューブ、金属超微粒子、情報関連分野

では、量子蜃気楼、量子ドットレーザー、

バイオ分野では、インターロイキンを含む

免疫機能などにおいて、ナノスケールの構

造に独特な特性が観測されている。

加えて、材料分野、情報関連分野、バイ

オ分野に共通して、ナノスケール構造の機

能を損なうことなく、マクロなサイズまで

積み上げ、ナノスケール構造の機能をマク

ロなスケールで実現するボトムアップ手法

が有効であることが示されている。言い換

えれば、ナノテクは、元来独自に進歩して

きた各分野間に邂逅の場を提供し、研究開

発を進めていくうえでの共通な指導原理を

与えるものと認識することができる。

前記ではボトムアップ手法の重要性を主

張したが、もちろん、現状の情報関連技術

Ⅴ　ナノテクのもたらすもの
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の進歩などを支えているトップダウン手法

の重要性を否定しているわけではない。一

見対峙しているようにみられる「トップダ

ウン」と「ボトムアップ」であるが、ナノ

テクが提供する邂逅の場で新しい指導原理

を共有し、両者が融合した新しいパラダイ

ムを生み出す可能性がある。

１つのパラダイムにとどまっているかぎ

り、やがては乗り越えがたい壁に突き当た

ることになる。新たなパラダイムが創生さ

れて初めて、その壁を乗り越えるブレーク

スルーが達成されることを、多くの歴史の

事実が示している。

（２）材料技術分野へのインパクト

新しいパラダイムは、先端技術のフロン

ティアにだけ影響を及ぼすわけでない。ナ

ノテクのインパクトは、進歩が停滞してい

ると思われる分野に、思わぬ展開をもたら

すことにも見出すことができる。むしろ、

既存のパラダイムのもとで停滞しているよ

うな分野へナノテクを適用することで、短

期的に目に見える成果が生み出せる可能性

が大きい。

特に成果が期待されるのは、材料分野へ

の展開についてである。現状の材料の開発

は、電子分野および医用・薬剤への応用を

目指したファインセラミックス、ニューガ

ラス、ファインケミカルなどを旗印に開発

が進められ、高純度化などのトップダウン

的な手法により、大きな成果を上げてきた

が、一部に手詰まり感が出ている。ニーズ

は明確であるが、それを実現するシーズが

不足し、開発の方法論が未開拓であるため

と考えられる。

こうした状況に、ナノテクの手法・考え

方を持ち込むことにより、大きなブレーク

スルーを生むことが期待される。つまり、

ナノ構造は新しい機能材料に関するシーズ

の宝庫であるし、このナノ構造というシー

ズをボトムアップ手法と組み合わせれば、

材料開発の革新的な方法論になりうるから

である。先に紹介した、ナノ粒子応用製品

や超微粒子を分散させた超硬金属はその例

だし、カーボンナノチューブもこのカテゴ

リーに入る。

また、カーボンナノチューブの発見、新

機能の出現自体はナノテクそのものだが、

その作製技術は既存技術に属する。実際、

産業化への動きはすでに始まっている。他

にも、このようなケースが潜在されている

ことは十分に予想されよう。

（３）情報関連技術分野へのインパクト

現在の集積回路は、後で述べるようにボ

トムアップ的と解釈できる方法で作製され

たシリコン単結晶を用い、トップダウン的

な微細化手法により作成されている。この

点を踏まえると、集積回路技術分野ではす

でに、部分的ではあるにせよトップダウン

とボトムアップの融合が実現しているとみ

なすことができる。この現状に対しナノテ

クは、この部分的融合を超えた、さらに高

度な融合を目指している。

半導体メモリー（DRAM）のロードマッ

プでは、DRAMの最小線幅が2005年に

100nm、2008年に70nmに達するとされて

いる（図１）。先に述べたように、このよ

うに微細化が進み、メモリーを構成する単

位デバイスのサイズがナノメートル領域に

近づくにつれ、多くの技術的困難が存在す

ることが予見されている。

例えば、電子の波動としての性質が顕著

になり、その結果、現状の集積回路の単位
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デバイスである電界効果型トランジスタが

機能しなくなる、あるいは、絶縁膜が薄く

なりすぎて、絶縁体として機能しなくなる

などの可能性が予見されている。

もちろん、電子の波動としての性質が顕

著に表れないデバイス構造を考案し、さら

に、より薄い膜厚で機能する絶縁膜材料を

開発することで、現状の微細化路線、つま

りトップダウン手法を使う路線の延命を図

ることも、一時的には可能である。しかし

そうした考え方に代わって、例えば、単電

子トランジスタなど量子効果に基づくナノ

構造デバイスを創造し、それらをボトムア

ップ的に集積する手法の開発こそ、情報関

連分野の今後の進展のために、本質的であ

ることをナノテクは示唆している。

（４）バイオ分野へのインパクト

ファインマン教授は、先に紹介した講演

の中で、物理学の成果のうち、当時の「バ

イオ分野」の進展に最も大きなインパクト

を与えるのは、量子力学に基づく理論計算

手法をバイオに適用することではなく、原

子一つ一つを識別して観測できる高分解能

の顕微鏡の発明であると予言している。実

際に、その予言通り、原子を直接的に観測

できる高分解能電子顕微鏡、走査型プロー

ブ顕微鏡の発明が、DNAの解析をはじめ、

バイオ分野の進歩に与えた影響は計り知れ

ない。

今後とも、主として情報関連デバイス分

野や材料分野を対象に高度化が進むことが

予想されるこれらの計測手法は、すでに部

分的には成果が得られているが、今後広く

バイオ分野に適用され、バイオ分野の進展

を支えると期待される。

類似の例として、半導体・光デバイス分

野で開発された微細化技術を用いて作製さ

れる「バイオチップ｣（石英ガラス基板上

に極細の溝を作り、拡散スピードの差によ

図1　半導体メモリー（DRAM）のロードマップ

注）CMOS：相補型金属酸化膜半導体、DRAM：記憶保持動作が必要なランダムアクセスメモリー、G：ギガ（ビット）、M：メ�
　　ガ（ビット）、nm：ナノメートル
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りDNA分離を実現する素子）があげられよ

う。バイオチップにより、バイオ創薬、タ

ンパク質合成などが飛躍的に進捗すると期

待される。また、バイオ分野でのボトムア

ップ手法が、情報関連分野に適用され、改

良され、再びバイオ分野に戻る、ブーメラ

ン現象により、バイオ分野に新たな進展を

もたらすことも考えられよう。

これらは、いずれも、ナノテクの共通基

盤技術的特徴がもたらす効用である。

2 ボトムアップアプローチ
ここで、ボトムアップアプローチに関し

て、もう少し具体的に述べておこう。

（１）2つのボトムアップアプローチ

クリントン大統領の演説にもあった高い

目標（71ページの表４）を実現していくた

めに、ボトムアップアプローチが必要にな

るが、具体的にどういうアプローチをとる

べきなのか、２つのアプローチを考えてみ

よう。

第１のアプローチは、自然界に存在して

いるナノ構造の特性を利用する場合のアプ

ローチである。この場合は、自然界に存在

するナノ構造を観測し、固有な特性を発現

させ、それを設計（モデリング）に基づき

マクロな構造へ積み上げ、機能材料・デバ

イスなどを実現することになる（図２、白

抜き矢印）。自然界に存在しないナノ構造

を人工的に開発する場合が第２のアプロー

チである。この場合には、ナノ構造の設計

から開始される（同、黒矢印）。

第１のアプローチの事例としてバイオ分

野を例にとる。ヒト体内に存在するDNAの

構造を解析し（X線回折法など。以下、カ

ッコ内は手段を示す）、塩基配列を解読し

（電気泳動法など）、固有な特性をもつタン

パク質とDNA配列とを関連づけ（プロテオ

ームチップなど）、その知見をもとに、自
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己増殖的に新しい機能のタンパク質を合成

するといったプロセスとなる。

第２のアプローチの事例として量子デバ

イスを例にとる。ここでは、まず量子力学

をもとに理論的なサイズ効果（量子効果）

を予測し（応用量子力学）、所要の特性を

持つナノ構造を設計する。次に、設計した

ナノ構造を実際に構築し（MBE法、リソグ

ラフィー法など）、さらに、構築した構造

を実測し（STM、TEMなど）、所定の特性

が出現していることを確認する。最後に、

ナノ構造をマクロ構造に積み上げ、新規機

能材料・デバイスを実現させる。

（２）ボトムアップ手法の現状

さて、ナノスケール領域で動作する新し

い構造、デバイスに関しては、すでにナノ

粒子、量子ドット、単電子トランジスタ、

量子蜃気楼、DNAなどいくつかのヒントを

持っている。しかし、こうしたナノテクデ

バイスを一つ一つ積み上げ、あるいはナノ

構造を機能材料にまで積み上げていく手法

に関しては、現状どの程度まで進んでいる

のだろうか。

機能材料に関しては、原子、分子レベル

から積み上げ、巨視的な構造を作り上げる

技術として、すでに単結晶育成技術を有し

ている。原料の組成を決め、それらを熱平

衡状態に保つことで、神の見えざる手によ

り、エネルギー最低状態である結晶を育成

してきた（この意味で、単結晶育成は無意

識のうちにボトムアップ手法を用いていた

ともいえよう）。多くの優れた特性を持つ

結晶材料は、シリコンをはじめ電子デバイ

ス材料として広く使われている。大型で良

質な単結晶が得られて初めて、現在の半導

体LSI（高密度集積回路）の盛況がある。

先人たちの項で紹介したMBE法による薄

膜積層技術は、単結晶成長技術を発展させ

たもので、異なる組成を持つ結晶を一層一

層順次積み上げていくことができる。この

結果、膜厚方向でのナノ構造の作製が可能

であり、将来的にわたってボトムアップ技

術のなかで主要な役割を担うと考えられ

る。さらに、制御性には乏しいが、特定の

条件下で、微粒子を析出させる方法も数多

く試みられている。

しかし、こうした手法だけの応用でナノ

スケールの積み上げをすべて実現すること

は難しい。もちろん、上記とは違う積み上

げ技術も、実験室レベルでは出現している。

例えば、量子蜃気楼で威力を発揮した原子

を一つ一つ摘み上げ、好きな場所に配列さ

せる技術や、レーザー光をピンセットにし

て１つの原子を捕獲し、移動させる技術で

ある。しかし、それらの手法で実用的なデ

バイスや機能材料を作り上げていくのは、

量産性の点で、少なくとも現時点では乗り

越え不可能な無理がある。

（３）未来のボトムアップ手法――

バイオミメティックス

以上のことを踏まえると、結晶育成と同

じように、機能ユニットを所定の構造に積

み上げる実用的な技術の開発が必要であ

る。それができなければ、ボトムアップ手

法は単なる「サイエンス」にとどまり、わ

れわれの生活に真のインパクトを与える

｢テクノロジー」にはなりえない。こうし

た手法に対する明確な答えは、現状ではな

い。まさしくこの点が、ナノテクが実用化

までに長期間を要し、挑戦的な未来の技術

であるといわれる理由である。それでは、

どうすればその答えが見出せるのか。
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その答えは、バイオ（生物）分野の中に

あるのではないかと考えられる。生物は、

もともとこの地球上で、特定な条件（温

度、圧力、紫外線）下で、酸素、水素、炭

素などの元素から、偶然的に最初の単位ユ

ニットが合成され、そのユニットが自己増

殖し、長年かけて、現在の多様な種へと進

化した。自らのコピーを作り増殖する機能

がビルトインされていたことに、生物の本

質がある。

すでに、塩基ユニットの配列が遺伝子を

構成し、それらが化学的な相互作用に基づ

いて巧みにコピーされ、自己増殖されてい

くという、ナノスケールで起こる現象のメ

カニズムの主要部分については明らかにさ

れている。

こうした生物の基本原理のなかに、所要

の機能を有するナノ構造を自己増殖させ、

巨視的な寸法の機能材料、デバイスにまで

積み上げる方策を見出すうえでのヒントが

あると考えられる。先に触れた米国のNNI

でも示唆されていることだが、ナノテクに

は、生物に学ぶ究極のバイオミメティック

ス（生物模倣科学）といった性格もあり、

これがボトムアップ手法を効果的なテクノ

ロジーにする鍵である可能性が高い。

ナノテクの出現を先端技術分野における

パラダイム転換の契機ととらえるならば、

ナノテクの開発を通じて新しい研究開発、

技術開発マネジメントに関しても新しいパ

ラダイムが誘導される可能性が大きい。逆

にいえば、現状の研究開発マネジメントを

抜本的に変革しないかぎり、ナノテクを効

率的に推進するのは不可能ともいえよう。

1 研究開発体制の変革
研究開発の体制の変革を考えるうえでの

踏まえるべきナノテクの特徴は、①広い分

野にまたがる共通基盤的技術であり、研究

テーマ間の相乗効果が大きいこと、②実用

化まで長期間を必要とする技術が多いこ

と、③応用量子力学に象徴されるように、

その本質を理解するために高度の専門知識

を必要とすること――である。

このためナノテクの研究開発は一般的

に、ある程度以上の規模と期間が必要とな

り、必然的に研究開発投資が増大する結果

をもたらす。加えて、ナノテクの開発では、

これまでのように独占的事業化による研究

開発投資回収の道筋が明確にできないこと

も多い。すなわち、研究開発から事業化ま

でを一貫して一企業の中で実施し、独占的

事業化により、研究費を超える利潤を得よ

うとする、現在の企業内研究開発の考え方

が成立しなくなる可能性が大きい。

こうした企業内一貫体制を前提とした企

業研究所の存在は、歴史を振り返れば、む

しろ過渡的にすぎず、将来は姿を変えるべ

きものとの指摘がなされている。実際に、

多くの先端的企業では、アウトソーシング、

特許クロスライセンシングを含む提携など

を前提とした、新しい研究所の姿の模索が

始まっている。

ナノテクが発展するにつれ、上記の傾向

がいっそう強化され、例えば、研究開発の

アウトソーシング・提携化、事業化以前に

研究開発投資の回収を図る知的財産の商品

化などが、より一般化すると考えられる。

2 国への期待
こうした状況は、見方を変えれば、ナノ

テク推進に際しては、公的機関の役割、す
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なわち国の関与が大きくなることを意味し

ている。ナノテクに関して国が施策を展開

するに当たっては、具体的に以下の３点が

重要となろう。

（１）科学技術予算配分比率の見直し

第１は、原子力、宇宙開発などの分野を

含めた、国の科学技術予算配分比率の総合

的な見直しの遂行である。NNIではナノテ

クに関して予算の増大を実現し、初年度約

500億円を充当した。その中には日本でナ

ノテクの主流として扱われている情報関連

技術についての予算はほとんど含まれてい

ない。これは先に触れたバイオについての

NNI予算についても同様である。

つまり米国では、研究開発の対象となる

技術の特性からすると、ナノテクに含まれ

る研究でも、NNI予算の枠外で行われてい

ることも少なくない。しかも、先に連邦予

算などに触れつつ指摘したように、その規

模はNNIの予算を大きく上回っている。

わが国でも、ナノテク関連予算を米国並

みに年間500億円程度にするとの思惑がみ

られるが、わが国の場合は半導体関連予算

もナノテクに含まれている。このことを踏

まえると、今後、米国などと競争して開発

を進めるためには、ナノテク関連予算の大

幅増額が必要となろう。

しかし、わが国の財政の現状を踏まえる

と、科学技術関連予算の突出が許される状

況にないのは明らかである。したがって、

科学技術関連予算配分比率の総合的な見直

しが必要となる。総合科学技術会議の指導

力に期待したい。

（２）人材育成施策の充実

第２は、人材育成施策の充実である。ナ

ノテクが長期にわたる開発課題を含んでお

り、しかも広い分野にわたる専門知識を持

つ人材が必要とされるからである。

こうしたことを背景に、NNIに習って、

複数の大学・研究所に分散した研究グルー

プをネットワーク化し、独自性を保ちつつ

効率的にナノテク研究開発を推進する体制

を構築して、その中に人材育成を強力に推

し進める制度をビルトインすることが望ま

しい。例えば、その体制の中にネットワー

ク大学院を創設し、アトム・ビット・ゲノ

ム各分野の専門講義を各研究グループの専

門家が分担して、テレビ講義を開催する。

また、そうした講義に加えて、ナノテク

開発に必要な技術のトレーニング機能を持

つセンターを新設することも有効である。

ナノテクにおいては、STMなどの測定装

置、コンピュータによるモデリング、マイ

クロリソグラフィー、MBE等の製造技術な

ど、高度な専門技術を習得した多数の人材

が不可欠と考えられるからである。

加えて、現状のわが国の大学院教育は、

１つの研究室に縛られたオン・ザ・ジョブ

トレーニング的な色彩が強いが、ネットワ

ーク化された教育体制をとれば、その方式

が持つ欠点を補うことができ、幅広い知識

と見識を持つ人材の育成が可能になろう。

（３）公的研究機関のマネジメント改革

第３は、投入予算の有効活用のため、公

的研究機関のマネジメントを改革すること

である。より具体的には、これら機関のマ

ネジメントに、コストパフォーマンスにつ

いての意識の向上、経済原理の徹底を図る

必要があろう。

例えば、上述のトレーニングセンターの

マネジメントを民間に委託し、経済効率を
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追求することも、大学でのマネジメント改

革の１つといえる。大学入試問題作成の外

部委託、大学事務管理受託会社の設立など

の状況をみれば、こうした施策も決して唐

突ではない。いずれにしても、2001年から

2003年にかけての実施が予定されている公

的機関の独立法人化を通じ、マネジメント

改革が実現することが期待される。

3 産官学の連携
国全体として重要なことは、民間企業と

公的研究機関との役割分担を明確にして、

産官学の連携をいかに強化するかである。

産官学の研究組織は、異なる使命・役割が

あり、それを達成するために、それぞれの

指導原理に基づいた価値観を持っている。

それぞれの組織が持つ価値観を、完全に同

一化する必要はない。しかし、効果的な連

携を保つために共有化すべき価値観はあ

る。特にその必要性が高いのは、次の２つ

の価値観である。

第１は、研究開発、技術開発についての

コストパフォーマンスを尊重するという価

値観である。先に述べたように、税金で運

営される公的機関においても、コストパフ

ォーマンスについての意識向上が必要であ

る。

第２は、得られた知的財産についての価

値観である。広い範囲の産業、企業に関連

するナノテクに関しては、民間企業も、公

的機関にみられるように知的財産を公共財

的にとらえることが望ましい。このために

は、製品化される以前の段階でも知的財産

を価値化するなど、知的財産そのものの商

品化を加速することが必要である。

一方、公的機関では、知的財産は個人に

所属するとの意識が強いが、この点は、知

的財産は機関に所属するという民間企業の

考え方に近づくことが必要である。そうで

ないと、機関同士で長期的、安定的な契約

関係を成立させることが困難である。

ただし、もちろん、特許の発明者には、

その業績を具体的に評価する報償システ

ム、例えば、特許実施料の還元システムの

導入あるいは充実が前提である。そうした

システムの充実は、研究開発者のモチベー

ションを高めるはずであり、したがって、

コストパフォーマンスの向上を図る観点か

らも正当化されるはずである。

また、産官学の連携に当たっては、研究

開発におけるモード１とモード２の結合を

図ることも重要である文献20。好奇心を原動

力として個別の学問領域に閉じて発展する

モード１の活動と、課題解決すなわち実用

化を原動力として展開され、複数の学問領

域が同時に関連するモード２の活動も、産

官学連携のもとでは相互に強く関係しつ
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つ、結合的に展開されることになる場合が

多いと予想される。

以上これまでに、ナノテクが生み出す主

要なインパクト、推進に必要な施策などに

ついて述べてきたが、その背景には多様な

邂逅がある。このことをイメージとしてま

とめたのが図３である。

最後に、多少繰り返しになるが、民間企

業がナノテクについてとるべき対応につい

てまとめておく。

1 ナノテクの勧め
何よりも、ナノテクに前向きに取り組む

べきである。言い換えれば、｢ナノテクの

すゝめ」である。

一般的な事業環境変化と同様に、ナノテ

クの進歩は企業に対して、大きな機会と脅

威を与える。活用可能な事業資源が生み出

されるということでは機会であり、パラダ

イム転換により既存資源の陳腐化が起こる

可能性があるということでは脅威である。

パラダイム転換が必須の流れであれば、ナ

ノテクが生み出す機会に対して、積極的に

取り組むべきである。

2 広い視野の確保
時間的にも空間的にも広い視野を持つべ

きである。事業化に当たっては、広い範囲

の技術シーズを探索・調査する態度と、長

い時間に対しシーズの発展を予測・分析す

る態度が必要である。

一般的にアプリケーションの多い技術

は、開発テーマが発散し、開発投資が膨張

して、開発期間が長期化する傾向がある。

例えば、現時点でナノテクの象徴的な役割

を果たしているカーボンナノチューブで

も、現在話題とされるアプリケーションは

多岐にわたっている。事業化を目指すうえ

では慎重な絞り込みが必要であり、その絞

り込みを実現するためには、ナノテクに対

する全体観を持つことが必要である。わが

国では、過去、技術のブーム、科学技術バ

ブルに乗って不経済な投資が行われたこと

も少なくない。こうしたことを繰り返すの

は避けなければならない。

加えて、ナノテクの外部の世界からの影

響についても視野に入れておく必要があ

る。例えば、ナノ構造の解析、ナノ構造の

設計などを支えると考えられる、コンピュ

ータソフトの進歩など、ITがナノテクに与

える影響にも留意しなければならない。

3 研究開発マネジメントの変革
ナノテクがもたらすマネジメントの変革

に迅速に対応すべきである。先にも述べた

ように、ナノテクによって引き起こされる

技術のパラダイム転換は、知的所有権の扱

い、あるいは自前主義のあり方など研究開

発マネジメントについてパラダイムの転換

を招くと考えられ、それへの迅速な対応が

必要である。

ここで特に留意すべきは、研究開発を聖

域化しないことである。ナノテクでは、サ

イエンスが直接テクノロジー化したり、知

的所有権自体が事業化の対象となったり、

研究と事業の間隔が狭まる可能性が高い。

すなわち、ナノテクでは研究戦略と事業戦

略とを緊密化する必要がある。したがって、

マネジメントは、従来以上に研究開発現場

へ踏み込むことが必要とされる。

先にも述べたように、事業部門では当然

Ⅶ　ナノテクとの付き合い方
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となっているコストパフォーマンス意識の

強化を図ることは特に重要である。それに

より、例えば、研究開発から事業化まで一

貫して自社内で実施することの是非につい

ても、効果的な判断を下すことが可能とな

り、他社に先駆けて事業戦略に整合した新

たな研究開発体制を築くことができる。

また、研究開発マネジメントでは当然、

ナノテクが長期的課題であることを踏ま

え、企業内でも、人材の確保と育成に特段

の配慮を払う必要がある。今後、多くの新

しいシーズが登場し、かつ陳腐化していく

ナノテク分野では、研究者の専門性が従来

以上に短期間で揮発することも予想され

る。このため、貴重な人材資源の持続的活

用を図るためには、従来以上に人材戦略が

重要となる。

4 事業機会の積極的探索
ナノテク自体だけでなく、ナノテク周辺

にも新規事業機会を見出す観点を持つべき

である。例えば、研究開発支援事業の開拓

やベンチャービジネスへの挑戦である。

半導体産業や情報産業も多くの周辺産業

を育ててきたし、それらの産業に支えられ

てきた。ナノテクの産業化の過程でもその

ような周辺産業が生まれる可能性がある。

特に、自社の研究開発、技術開発によって

獲得された、開発支援を機能とするテクノ

ロジーは、そのような周辺産業を生み出す

可能性が高い。半導体産業の周辺産業が、

それ自体としては半導体技術ではないのと

同様に、ナノテクの周辺産業もそれ自体と

してはナノテクではない場合が多いと考え

られる。

加えて、あるナノテクの開発を目的とし

て開発された（研究開発）支援技術も、そ

の適用範囲はナノテク以外へと広がる可能

性がある。現時点での支援技術やそれを活

用した事業としては、計測、制御の側面が

注目されやすい。しかし、今後テクノロジ

ーの実用が進むと、検査、試験、メンテナ

ンスの分野も支援産業として出現する可能

性がある。

また、ナノテクの事業化には多くの経営

資源の投入が必要になるといった観点とは

矛盾するようだが、ナノテクには、大きな

投資を前提としないベンチャービジネスへ

の挑戦機会も見出すことができる。

実際、類似の性格を有する半導体産業や

情報産業では、新しいシーズの出現に呼応

して数多くのベンチャー企業が誕生してい

る。ナノテクでは、この傾向がいっそう強

まると予想される。

そのように考えられる３つの根拠があ

る。第１に、ベンチャーが生まれにくいと

いうこれまでのわが国の風土が、大学を中

心に急激に変化しつつあること、第２に、

このような分野を対象とするベンチャーキ

ャピタルが充実されつつあること、第３に、

ナノテクでは半導体産業以上に、自前で

｢作る」ものより他社から「買う」ものの

方が多く、したがって、ある特定の製品や

サービスの提供に特化した企業が起こりや

すくなると考えられるためである。

いずれにしても、ナノテクベンチャーへ

の挑戦は、産官学すべてにとって大きなチ

ャレンジであることに間違いない。そして

その挑戦に成功すれば、わが国の産業分野

は新たな活力を獲得することになる。

本稿では、ナノテクが誕生してからの系

譜、つまり誕生してから現在までの期間に

重点をおいて分析を行った。しかし、ナノ

テクのインパクトが発生するのはこれから
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である。ナノテクが開く将来社会やそこに

至るロードマップについては、別に発表の

機会を得たいと考えている。
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